





















































1	 奥野健一ほか著『株式会社法釈義』（巌松堂書店、1939 訂正再版）479 頁。


























































































































（会社法 512 条 1 項 1 号）。特別清算の開始決定があった場合、破産の申立て
はできず、破産手続（開始決定がされていないものに限る）は中止する（会
社法 515 条 1 項）。特別清算の開始決定が確定すると、中止した破産手続は
効力を失う（会社法 515 条 2 項）。破産開始決定があると、特別清算の申立
てをしても破産手続は中止にならず進行し（会社法 512 条 1 項 1 号）、特別




















































































法 535 条 1 項（特別清算開始後、清算会社は財産の処分等の重要な財産行為
をするには、裁判所の許可を得なければならない旨の定め）の許可に代わる
同意をする権限を付与することができる（会社法 527 条 1 項）。
　監督委員の制度は、平成 17 年の改正において創設された。





平成 23 年は申立件数 34 件のうち協定型 6件、平成 24 年は申立件数 18 件の













の他清算会社に知れている債権者の総債権の 10 分の 1以上に当たる債権を
有する者もしくは 6月前から引き続き総株主の議決権の 100 分の 3以上に当
たる株式を有する株主の申立てによりまたは職権で、業務・財産の状況等の
事項について、調査委員による調査を命ずる処分（調査命令）をすることが





















8	 DIP 型会社更生実務につき、多比羅誠「DIP 型会社更生実務の諸問題」松嶋英機ほか

































































































　各協定債権についての議決権額は、清算会社が定め（会社法 548 条 2 項、
3項）、異議を述べられたときは裁判所が定める（同法 553 条）。
　担保権を有する協定債権者は、担保権の行使によって弁済を受けることが





は議決権を有しない（民事再生法 87 条 2 項、84 条 2 項 1 号・2 号、会社更







事再生法 54 条、62 条）。





































番　　号 1 2 3
会　社　名 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社







負　債　総　額 12 億 3516 万円 910 億円 77 億 3500 万円
債　権　者 234 社 150 社余（金融機関） 290 社
解　散　日 昭和 59 年 12 月 19 日 平成元年 12 月 14 日 平成 3年 6月 22 日
清　算　人 多比羅ほか１名 多比羅ほか１名	（裁判所選任） 会社関係者
代理人弁護士 なし なし 多比羅ほか
申　立　日 昭和 59 年 12 月 21 日 平成元年 12 月 27 日 平成 3年 6月 27 日
保　全　命　令 昭和 59 年 12 月 21 日 平成 3年 6月 27 日
開　始　決　定　日 昭和 60 年 2 月 15 日 平成 2年 2月 5日
財産報告債権者集会 平成 2年 3月 19 日	債権者委員会設置決議
債権者説明会
平成 3年 7月 20 日
協定案提出 平成 63 年●月●日 平成 2年 11 月 5 日
協定案決議債権者集会 昭和 63 年 3 月 23 日 平成 2年 12 月 21 日
協定認可決定日 昭和 63 年 3 月 30 日 平成 2年 12 月 27 日
和　解　締　結
弁済日（第１回） 昭和 63 年 5 月 31 日 平成 3年 2月 20 日
弁済日（第２回） 平成元年 12 月 19 日 平成 14 年 11 月 29 日～同年 12 月 13 日
終　結　決　定 昭和 63 年 7 月 30 日 平成 15 年 1 月 10 日
備　　考
第１回不渡り
昭和 59 年 11 月 30 日
売掛金仮差押
昭和 59 年 12 月 15 日
第２回不渡り
昭和 59 年 12 月 15 日
解雇予告
昭和 59 年 12 月 21 日
第１回不渡り
昭和 63 年 2 月 1 日
和議申立
昭和 63 年 2 月 9 日
和議取下








平成 3年 8月 20 日
破産申立
平成 3年 8月 19 日
破産開始決定










（平成 26 年 3 月 4 日現在）
番　　号 4 5 6
会　社　名 Ｄ社 Ｅ社 Ｆ社







負　債　総　額 83 億円 2億円 2億 9000 万円
債　権　者 18 社 66 社 7 社（金融機関等）
解　散　日 平成 3年 11 月 21 日 平成 4年 4月 20 日 平成 11 年 4 月 21 日
清　算　人 多比羅ほか１名 多比羅ほか１名 会社関係者
代理人弁護士 なし なし 多比羅ほか
申　立　日 平成 3年 11 月 29 日 平成 4年 4月 20 日 平成 11 年 4 月 21 日
保　全　命　令 平成 4年 4月 20 日
開　始　決　定　日 平成 4年 1月 13 日 平成 6年 1月 6日 平成 11 年 4 月 30 日
財産報告債権者集会 平成 4年 7月 3日
協定案提出
協定案決議債権者集会 平成 10 年 11 月 16 日 平成 8年 12 月 9 日 平成 11 年 7 月 16 日
協定認可決定日 平成 10 年 11 月 25 日 平成 8年 12 月 10 日 平成 12 年 3 月 17 日
和　解　締　結
弁済日（第１回） 平成 11 年 1 月 13 日 平成 9年 1月 24 日 平成 12 年 4 月 14 日
弁済日（第２回）





















（平成 26 年 3 月 4 日現在）
番　　号 7 8 9
会　社　名 Ｇ社 Ｈ社 Ｉ社
裁　判　所 東京地裁 東京地裁 東京地裁
業　　種 ベンチャー・キャピタル 化粧品販売 化粧品販売
負　債　総　額 463 億円 7517 万円 2億 6985 万円
債　権　者 20 社（金融機関等） 租税債権者以外 1社（親会社）
租税債権者以外 1社
（親会社）
解　散　日 平成 11 年 8 月 16 日 平成 11 年 12 月 17 日 平成 11 年 12 月 7 日
清　算　人 会社関係者 会社関係者 会社関係者
代理人弁護士 多比羅ほか 多比羅ほか 多比羅ほか
申　立　日 平成 11 年 9 月 6 日 平成 12 年 1 月 17 日 平成 12 年 1 月 17 日
保　全　命　令
開　始　決　定　日 平成 11 年 9 月 21 日 平成 12 年 1 月 31 日 平成 12 年 1 月 31 日
財産報告債権者集会 平成 11 年 11 月 1 日
協定案提出
協定案決議債権者集会 平成 12 年 3 月 9 日
協定認可決定日 平成 12 年 3 月 9 日
和　解　締　結 平成 12 年 3 月 17 日 平成 12 年 3 月 17 日
弁済日（第１回） 平成 12 年 3 月 24 日
弁済日（第２回）










（平成 26 年 3 月 4 日現在）
番　　号 10 11 12
会　社　名 Ｊ社 Ｋ社 Ｌ社
裁　判　所 東京地裁 東京地裁 東京地裁
業　　種 化粧品販売 食料品の加工・販売 地熱発電蒸気の配給
負　債　総　額 5002 万円 4億 3000 万円 243 億 9365 万円
債　権　者 租税債権者以外 1社（親会社） 1社（親会社） 3社（金融機関等）
解　散　日 平成 12 年 3 月 31 日 平成 14 年 3 月 31 日 平成 16 年 3 月 30 日
清　算　人 会社関係者 会社関係者 会社関係者
代理人弁護士 多比羅ほか 多比羅ほか 多比羅ほか
申　立　日 平成 12 年 11 月 22 日 平成 14 年 4 月 11 日 平成 16 年 3 月 31 日
保　全　命　令
開　始　決　定　日 平成 12 年 11 月 30 日 平成 14 年 5 月 21 日 平成 16 年 3 月 31 日
財産報告債権者集会
協定案提出
協定案決議債権者集会 平成 16 年 8 月 2 日
協定認可決定日 平成 16 年 8 月 5 日
和　解　締　結 平成 13 年 1 月 26 日 平成 14 年 7 月 1 日
弁済日（第１回） 平成 16 年 9 月 21 日
弁済日（第２回）








（平成 26 年 3 月 4 日現在）
番　　号 13 14 15
会　社　名 Ｍ社 Ｎ社 Ｏ社
裁　判　所 東京地裁 東京地裁 東京地裁
業　　種 水産物の加工販売 化粧品の製造・販売 不動産賃貸業
負　債　総　額 2 億 7079 万円 6800 万円 167 億円
債　権　者 2 社（金融機関等） 1社（親会社） 13 社（金融機関等）
解　散　日 平成 17 年 3 月 30 日 平成 21 年 8 月 10 日 平成 21 年 8 月 28 日
清　算　人 多比羅 会社関係者 会社関係者
代理人弁護士 有り 多比羅ほか 多比羅ほか
申　立　日 平成 17 年 10 月 27 日 平成 21 年 8 月 25 日 平成 21 年 9 月 30 日
保　全　命　令
開　始　決　定　日 平成 17 年 10 月 31 日 平成 21 年 8 月 27 日 平成 21 年 12 月 25 日
財産報告債権者集会
協定案提出 平成 22 年 5 月 31 日
協定案決議債権者集会 平成 18 年 1 月 27 日 平成 22 年 7 月 14 日
協定認可決定日 平成 18 年 2 月 1 日 平成 22 年 7 月 15 日
和　解　締　結 平成 21 年 11 月 4 日
弁済日（第１回） 平成 18 年 3 月●日 平成 22 年 9 月 30 日～平成 23 年 7 月 19 日
弁済日（第２回） 平成 24 年 2 月 20 日













（平成 26 年 3 月 4 日現在）
番　　号 16 17 18
会　社　名 Ｐ社 Ｑ社 Ｒ社







負　債　総　額 5 億 8600 万円 2億 6022 万円 10 億 5018 万円
債　権　者 4 社（金融機関等） 共益債権者以外 1社（親会社） ３社（金融機関等）
解　散　日 平成 22 年 11 月 30 日 平成 24 年 8 月 10 日 平成 25 年 8 月 31 日
清　算　人 会社関係者 会社関係者 会社関係者
代理人弁護士 多比羅ほか 多比羅ほか 多比羅ほか
申　立　日 平成 23 年 11 月 24 日 平成 24 年 8 月 29 日 平成 25 年 11 月 19 日
保　全　命　令
開　始　決　定　日 平成 23 年 11 月 24 日 平成 24 年 8 月 31 日 平成 25 年 11 月 27 日
財産報告債権者集会
協定案提出 平成 23 年 12 月 15 日 平成 25 年 12 月 27 日
協定案決議債権者集会 平成 24 年 1 月 13 日 平成 26 年 1 月 30 日
協定認可決定日 平成 24 年 1 月 13 日 平成 26 年 1 月 30 日
和　解　締　結 平成 25 年 7 月 26 日
弁済日（第１回） 平成 24 年 2 月 10 日 平成 26 年 3 月 4 日
弁済日（第２回）
終　結　決　定 平成 24 年 3 月 19 日 平成 25 年 7 月 30 日
備　　考
解散前に、部門毎の事
業譲渡を行い、商取引
債権全額弁済
・	申立前に商取引債権
弁済
・	開始決定後税務調査
あり長引く
申立前に、事業譲渡し、
商取引債権全額弁済す
る
